
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料

品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯

支援

学校給食費保護者負担軽減事業【物

価高騰対策】

①

エネルギー・食料品価格の高騰に伴い、全般的に食費が

増加する中で、家計での食費の割合が大きい子育て世帯

への負担増を鑑みて、学校給食費を全額補助することによ

り、一時的な給付だけでなく、年間を通じての子育て世帯の

負担軽減を図ることを目的とする。

②

補助金13,052（千円）

③

児童数235人の1食総単価66,250円

　　　66,250円×197日＝13,051,250円

④小学生及び中学生の保護者（教職員分除く）

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー

例よりも更に効果が

あると判断する地方

単独事業

水道事業電気価格高騰支援事業

【物価高騰対策】

①

電力価格高騰により、水道事業経費が増大し経営を圧迫し

ていることから、美波町水道公営企業会計へ電力料高騰

分を支援することにより、水道料金の安定を図ることを目的

とする。

②

美波町水道公営企業会計への補助金（繰出金）3,150,000

円

③

電気料増加額3,500,000円×電気量補正0.9＝3,150,000円

④

公営企業（水道事業）及び水道利用者数　5008人（公共施

設除く）

R7.4 R8.3

3

4

②エネルギー・食料

品価格等の物価高

騰に伴う子育て世帯

支援

令和7年度物価高騰子育て支援給付

金【物価高騰対策】

①

物価高騰が続く中ですべての子育て世帯へ更なる追加支

援を行うことで、子育て世帯の生活を維持し、消費が落ち

込んでいる中、消費支出の大きい子育て世帯の消費喚起

を行う。

②

給付金7,800（千円）＋事務費133（千円）＝7,933（千円）

町内の18歳以下の子ども1人に対し15,000円

③

町内の18歳以下の子ども520人

520人×15,000円＝7,800,000円

事務費133（千円）

事務費内訳[郵送切手代62千円、振込手数料31千円、封筒

代等40千円]

④

町内の在住の子育て世帯（子ども数520人）

R7.6 R7.12

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

事業№3は欠番となっています。


